
    

地方議会議員の厚生年金加入について慎重な検討を求める意見書 

 

地方議会議員年金制度は、昨今の厳しい年金財政の状況を踏まえ、平成２３年６月１

日をもって廃止されたが、その後、国においては国民の幅広い政治参加や地方議会に

おける多様な人材確保の観点から、地方議会議員の厚生年金加入のための法整備に

向けた議論が進められてきた。先の通常国会における法案の提出は一旦見送られたも

のの、法整備を望む声は依然として消えてはいない。 

多くの国民の日常生活は依然として厳しい環境に置かれており、国民年金制度が山

積する課題を抱えている中で、地方議会議員だけを特別扱いすることは許されるもので

はない。 

よって、本議会は下記の理由から地方議会議員の厚生年金加入のための法整備に

ついて慎重に検討することを求める。 

 

記 

 

１ 地方議会議員に所定労働時間や所定労働日数といった概念はなく、就労形態

や勤務内容等の実態も千差万別であり、適用事業所たる各自治体と常用的使

用関係にあると認められる厚生年金の被保険者とすることはなじまないこ

と。 

 

２ 全国市議会議長会の市議会議員の属性に関する調によると、過半数の議員は

兼業しており、仮に国民年金の第１号被保険者であっても国民年金基金や個

人型確定拠出年金（iDeCo）といった制度を自主的に活用することで将来へ

の備えを行うことは十分可能であること。 

 

３ 地方議会議員年金制度廃止後も莫大な税金投入が続いている現状を鑑みると、

厳しい財政状況にある自治体に事業主負担という新たな公費負担を生じさ

せることは到底国民の理解を得られるものではないこと。 

 

４ 多くの議員は各自治体が運営する国民健康保険の加入者でもあり、厚生年金

への加入に伴い、国保加入者でもなくなることは大変厳しい国保財政に少な

からず悪影響を与える恐れがあること。 

 

５ 地方議会議員の厚生年金加入のための法整備を実現したとしても、住民の政

治に対する関心の低さや議員のなり手不足等の問題の解決に直結するとは

考えにくいこと。 



   

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成３０年１０月４日 

                                     所 沢 市 議 会 

提 出 先 

    衆議院議長 

    参議院議長 

    内閣総理大臣 

    内閣官房長官 

    財務大臣 

    総務大臣 

    厚生労働大臣 

 


